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事 業 報 告 書 
自 2024 年 4 月 1 日 
至 2025 年 3 月 31 日 

 
1．株式会社の現況に関する事項 

 

1-1.事業の経過及びその成果 

 当社の 100％子会社である TBJH株式会社（以下「TBJH」という。）がその全株式を保有し

ている株式会社東芝（以下「東芝」という。）は、2023 年 12月 22日に発足した新経営体制

の下、2024 年 5月 16日に中期経営計画（東芝復興計画）の策定・対外発表を行いました。

当該中期経営計画では経営インフラの整備、筋⾁質化による損益分岐点の引き下げ、その

先の成⻑戦略投資に取り組むことを基本思想に掲げ、東芝の株式公開買付け当初の投資

テーマに沿った施策を漸次推進して参りました。 

その結果、2024 年度東芝連結決算の売上高は 35,139億円（前期比 2,281億円増）と増収

となり、営業損益は 1,985億円(同 1,586億円増）と全セグメントで大幅増益を実現した外、

当期純損益も 2,790 億円(同 3,538 億円増）とメモリ事業を除いた事業ポートフォリオに

なった以降において過去最高の実績となりました。 

上記の通り、中期経営計画初年度は好調なスタートとなりましたが、当社と致しまして

は、引き続き、東芝の中長期的な成長への仕込みのフェーズに移行していくとともに、さ

らなる収益拡大を実現し、東芝企業価値の最大限の増嵩を推進して参る所存であります。 

 

 

1-2.資金調達等についての状況 

(1)資金調達 

該当事項はありません。 

 

(2)設備投資 

該当事項はありません。 

 

(3)事業の譲渡、吸収分割又は新設分割 

該当事項はありません。 

 

(4)他の会社(外国会社を含む。）の事業の譲受け 

該当事項はありません。 
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(5)吸収合併 

 該当事項はありません。 

 

(6)他の会社(外国会社を含む。）の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分 

 該当事項はありません。 

 

1-3.直前事業年度の財産及び損益の状況 

区分 第一期 

 

第二期 

 

第三期 

（当事業年度） 

売上高（百万円） - - - 

当期純損失(△)（百万円） △ 0 △ 29,161 △19,340 

1 株当たり当期純損失（△）（円） △ 59,740.00 △ 618.80 △285.16 

純資産（百万円） △ 0 849,035 828,635 

  注）1株当たり当期純利益の算定に用いた発行済株式数は、第一期は 1株、第二期について 

    は期中平均株式数を用いております。 

 

 

1-4.対処すべき課題 

当社は東芝の親会社であり、同社の継続的な成長を支える安定株主基盤として、その潜

在成長力を実現させる事業戦略を遂行するための安定的な経営体制の構築と運営を支援し

て参ります。 

 

 

1-5.主要な事業内容 

当社は、次の事業を営むことを目的としております。 

１． 有価証券の取得及び保有 

２． 投資事業有限責任組合財産、その他投資事業組合財産の運用及び管理並びに投資事

業有限責任組合、その他投資事業組合への出資 

３． 経営一般に関するコンサルティング業務 

４． 前各号に付帯又は関連する一切の業務 

 

 

1-6.主要な営業所及び使用人の状況 

本店：東京都千代田区丸の内二丁目 1番 1号 

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

0名 - - - 
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1-7.重要な親会社及び子会社の状況 

(1)親会社の状況 

該当事項はありません。 

 

(2)子会社の状況 

当社の 100%子会社である TBJHは東芝の全株式を保有しています。 

 

 

1-8.主要な借入先及び借入額 

借入先 借入残高(百万円) 

オリックス株式会社 108,326 

SMBC日興証券株式会社 42,247 

株式会社みずほ銀行 27,081 

株式会社三井住友銀行 21,665 

株式会社きらぼし銀行 10,833 

MCP メザニン 5投資事業有限責任組合 6,500 

みずほリース株式会社 5,958 

トパーズ・キャピタル株式会社 5,416 

合 計 228,026 

  注)借入残高には繰延利息を含みます。 

 

 

1-9.剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する 

方針 

当社定款には該当する定めはありません。 

 

 

1-10.その他株式会社の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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2．株式に関する事項 

2-1.上位 10名の株主の状況 

(1)発行可能株式総数    200,000,000株 

(2)発行済株式の総数      87,819,600株 

(3)上記のうち各種の株式の数 普通株式   67,819,600株 

    A種優先株式  20,000,000株 

  (4)上位 10名の株主 

株 主 名 
当社への出資状況 

種類 持株数（株） 出資比率(％)  議決権比率(％) 

TB 投資事業有限責任組合 普通株式 50,898,000 57.96 75.05 

ローム株式会社 A種優先株式 20,000,000 22.77 - 

Brick Lane Exempted 
Limited Partnership 普通株式 16,921,600 19.27 24.95 

合計 - 87,819,600 100 100 

 

 

2-2.事業年度中に会社役員に対して職務執行の対価として交付された株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

2-3.その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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3.会社役員に関する事項 

3-1.役員の氏名、地位及び重要な兼職の状況 

会社における地位 氏 名 重要な兼職の状況 

 代 表 取 締 役 稲垣 伸一 

日本産業パートナーズ株式会社 

取締役副社長、マネージングディレクター 

株式会社東芝取締役 

取 締 役 原島 克 

日本産業パートナーズ株式会社 

取締役、マネージングディレクター 

株式会社東芝取締役 

取 締 役 木村 達夫 
日本産業パートナーズ株式会社 

マネージングディレクター 

監 査 役 宇川 俊和 
日本産業パートナーズ株式会社 

監査役 

 

 

3-2.辞任した会社役員または解任された会社役員に関する事項 

該当事項ありません。 

 

 

4.株式会社の状況に関する重要な事項 

  既述事項以外に該当事項はありません。 

 

 

5.業務の適正を確保するための体制などの整備に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

 

6.株式会社の支配に関する基本方針を定めている場合 

  該当事項はありません。 
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7.会計監査人に関する事項 

7-1.会計監査人の名称  PwC Japan有限責任監査法人 

 

 

7-2.会計監査人の報酬等の額       (単位：百万円) 

区分 監査証明業務に基づく報酬 非監査業務に基づく報酬 

当社 111 181 

 

以上 
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事業報告に係る附属明細書 

2024 年 4 月 1 日から  

2025 年 3 月 31 日まで  

 

事業報告の内容を補足する重要な事項はありません。 


